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１Ｇ０８  

製造業の競争力を強化する「生産技術経営」 

－実務マネジメント力の評価― 
 

○ 清野 武寿（東 芝）， 

                  京増 信夫（セイコーインスツル）， 

                  野村 重夫（沖電気） 

 
１．はじめに 

 
アジア諸国の新興企業の著しい成長や、米国の

サブプライム・ローン問題を発端とした世界的な

経済危機など、企業を取り巻く環境は厳しい状況

にある。厳しい経営環境の中、我が国の製造業に

とって競争力確保・持続的成長の活路を見出すこ

とが重要課題となっている。 
この重要課題に対して、画期的な技術やビジネ

スモデルによって新製品・サービスを生み出し、

新市場・新規事業を創出する「バリュー・イノベ

ーション」の実現が着目されている。しかし、多

くの日本の製造業の売上高や利益の大半は、新規

事業よりも既存・現行の事業に依存しており、「バ

リュー・イノベーション」と同様に経営効率を向

上する「プロセス・イノベーション」も着目すべ

き重要な経営課題である。 
「プロセス・イノベーション」実現に対して、

「高品質で低コストな製品を短期間に生み出し、

高効率に製造・生産すること」が最重要課題の１

つであり、本課題解決に対して「生産技術」の果

たすべき役割は大きい。また、「生産技術」は超薄

型ディスプレイや次世代メモリーなどの電子デバ

イス分野、新型二次電池などのエネルギー分野、

デバイス・エネルギー機器の他、様々な機能実現

の根幹となる材料・素材分野における「バリュー・

イノベーション」実現に対しても重要となってき

ている。 
しかし、日本における「技術経営」の研究・教

育プログラムでは、製品の性能・機能向上・新機

能を生み出す「製品技術」が中心に扱われており、

｢生産技術｣は「コンカレント・エンジニアリング

[1]，[2]」のマネジメントの一部として取り上げら

れてはいるが、「生産技術」の視点からの議論は十

分とはいえない。 
筆者らは、「技術経営」の新たな研究領域として、

生産技術を対象とした「技術経営」を「生産技術

経営」と定義し、従来の「技術経営」の研究領域

で十分な議論が行われていない「生産技術」特有

の課題、マネジメント方法、アプローチの方法、

に関する研究の重要性を提案した[3]。 
「生産技術」特有の課題の１つとして、マネジ

メント力の把握の難しさがあげられる。従来の「技

術経営」の研究領域に関しては、研究論文や学会

報告に加え、多くの教本や解説書などが発刊され

ているため、それらを参照することによって製造

業が自社や自部門のマネジメント力を認識して向

上策を検討することが可能になってきている。し

かし、「生産技術」に関してはそのマネジメント力

を評価するために参照できるものが希少である。 
そこで本報告では、製品開発・製造の実務的な

活動を対象に、マネジメント力を客観的・簡易的

に評価する方法や指標を考察・提案する。第一に、

効率的にマネジメント力強化に活用できる評価方

法を検討する。第二に、検討した評価方法の対象

となるマネジメント力の項目、具体的な指標を検

討・定義する。第三に、提案する評価方法・指標

を試行した結果を示し、最後に、試行結果を踏ま

え、作成した評価方法・指標の活用方法について

考察する。 
 

２．実務マネジメント力の評価方法 
 
 本報告で評価方法を提案する目的は、多くの製

造業において生産技術の実務マネジメント力が把

握され、実務マネジメント力が強化されることで

ある。提案する評価方法が複数の製造業で広く活

用されるには、業種や企業特有の数値指標（定量

値）や技術の優劣など、機密情報に関する指標を

用いる方法は適していない。そこで評価すべきマ

ネジメント力を数段階の水準（レベル）に分け、

それぞれのレベルを定性的な表現で定義・評価す
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る方法を採用することにした。そして、マネジメ

ント力の評価項目毎にレベルの差が生じないよう

に、定性的なレベルを定義するにあたって、以下

の基準を設定した。 
 
レベル１：管理・マネジメントされていない状態 
レベル２：管理・マネジメントの形だけはあるが 

運用・実行に問題が多い 
レベル３：管理・マネジメントの形・仕組みなど    
          があるが運用・実行が不十分である 
レベル４：管理・マネジメントが実行され、仕組    
          み等もあるが一部運用が不十分である 
レベル５：管理・マネジメントが実行され、仕組 

みも整備され組織的に運用されている 
 

レベル設定による組織能力の評価方法としては

CMM（Capability Maturity Model）が広く知られて

いる [4]。CMM は主にソフトウエア開発の組織能

力を監査員が評価し資格認定するためのもので、 

評価に一定のスキルが必要となる。 
しかし、評価指標が生産技術の実務マネジメン

ト力強化に広く活用されるためには、特別なスキ

ルを有する監査員などを必要とせず、生産技術に

関するマネジャが容易に活用できるような工夫が

必要である。ここでは、マネジメント力毎の評価

数を厳選し、評価数を 3 項目に絞って指標を作成

した。 
 

３．実務マネジメント力の評価指標 
 
生産技術の実務マネジメント力の評価項目は、

日本の製造業 12 社の生産技術部門のマネジャへ

のインタビュー調査から抽出した「生産技術経営

において研究すべき課題[3]」の中から、製品開

発・製造の実務マネジメントに関する 10 項目を選

定した。表 1 に評価対象としたマネジメント力を、

表 2 に作成した評価指標の例を示す。

  
表１ 「生産技術経営」における実務マネジメント力の評価指標 

No. 評価するマネジメント力 内 容 

1 
生産現場のオペレーション 

力強化 
現場改善、改善の定着化、自律的な改善活動の推進 

2 生産技術の応用展開・融合 
事業横断的に活用できる生産技術開発・技術融合・応用展開 

開発した生産技術の延命化・複数世代での適用の方法・マネジメント 

3 
生産技術の外部活用（アライア

ンス、アウトソーシング） 

効果的な他社・大学とのアライアンス・アウトソーシング、産学連携のマネジメント、

外部活用時の技術の囲込み・流出防止方法 

4 生産技術強化の方策 
生産技術強化策の方針策定、生産技術開発におけるロードマップ作成、 

コア生産技術の定義の明確化、他社の生産技術強化施策のベンチマーク 

5 生産技術開発の業務プロセス 
生産技術開発サイクル短縮（スピード向上）、生産技術の完成度･信頼性向上 

の為の方策・マネジメント 

6 
生産技術・活動・システム 

の導入効果の評価 

生産技術開発・改善活動の効果評価 

生産システム導入・投資の効果評価 

7 
生産技術施策のトレードオフ 

評価と意思決定 

生産技術施策に対する製品機能・性能／品質／コスト／LT・納期のトレードオフ評

価・適正化・意思決定 

8 生産方式の選定と実行 
製品・事業形態・生産拠点・規模に対する適正な生産方式の選定と効果的な実行

（ライン形態：直線・Ｕ字・セル生産、自動化／人手）など 

9 部門間連携 

製販技のクロスファンクショナルチーム・マトリクス組織のマネジメント 

設計との連携強化、関連組織統合による連携強化方法、 

製品開発と生産技術開発のオーバラップ、開発初期段階での製造性検討 

10 生産技術における IT 活用 
関連部門間の情報共有化のためのＩＴ活用方法、 

生産技術におけるシミュレーション・CAE の活用方法 
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表２ 生産技術に関する実務マネジメント力の評価指標例 
 

表 2-1 「生産現場のオペレーション力強化」の評価指標 

 レベル１ レベル 2 レベル 3 レベル 4 レベル 5 

① 

現場を強くするビジョ

ン・方針の設定、共有

化 

ビジョン・方針が

ない 

ビジョン・方針が

作られているが

誰も意識してい

ない 

ビジョン・方針が

一方的な説明で共

有化が不十分であ

る 

ビジョン・方針が一

部不徹底な部分が

みられる 

ビジョン・方針が理

解・共有化されてい

る 

② 

生産現場の評価仕様・

目標値の明確化、活

動・評価指標の見える

化・共有化 

指標がなく仕事

をこなすだけに

なっている 

仕事の結果をま

とめ指標として

いるがオープン

になっていない

目標・指標が設定

されているが見え

る化・共有化が不

十分で理解不足・

不徹底である 

目標・指標の設定、

見える化・共有化さ

れているが環境に

応じた更新が不十

分である 

必要十分な目標・指

標が見える化・共有

化され更新されて

いる 

③ 

小集団活動、改善活動

などの組織活性化の活

動 

活性化活動が行

われていない 

活性化活動が一

部で行われてい

る 

活性化活動の体

系・目標があるが

マンネリ化・未達

部分がある 

活性化活動が計画

通り行われている 

活性化活動の仕組

み・工夫があり、マ

ンネリ化さず活発

である 

 
表 2-2 「生産技術の外部活用」の評価指標 

 レベル１ レベル 2 レベル 3 レベル 4 レベル 5 

① 
技術流出防止の施策の

策定 

技術流出の保護

施策がとられて

いない 

生産技術者の気

づきの範囲で特

許申請などの技

術保護施策がと

られている 

技術保護のための

特許調査・検討会

などが組織的に行

われている 

アライアンス・アウ

トソーシング先も

含めた技術保護施

策がとられている 

技術的優位性を保

つための技術保護

戦略がある 

② 

アライアンス・アウト

ソーシング先の適切な

評価・選定 

評価基準がなく、

要求仕様に対す

る成果物のみ評

価している 

過去の実績に基

づく選定指針が

あるが、明確な評

価基準はない 

技術評価基準や実

績に基づいた選定

基準があり共有化

されている 

評価結果をアライ

アンス・アウトソー

シング先にフィー

ドバックし内外製

開発の方向性をす

りあわせている 

定期的にアライア

ンス・アウトソーシ

ング先を評価し、常

時複数の選択肢を

もっている 

③ 

アライアンス・アウト

ソーシング先との協業

体制 

アライアンス・ア

ウトソーシング

先に完全に依存

しており技術交

流がない 

委託業務上で進

捗に応じた技術

的な打合せ・すり

合わせを行って

いる 

定期的に技術の情

報交換を行う仕組

みがある 

IT 等を活用し、常

時技術情報を共有

化する仕組みがあ

る 

アライアンス・アウ

トソーシング先と

ビジョンを共有し

Win-Winの関係とな

る仕組みがある 

 
表 2-3 「生産技術施策のトレードオフ評価と意思決定」の評価指標 

 レベル１ レベル 2 レベル 3 レベル 4 レベル 5 

① 

トレードオフ関係にあ

るパラメータ評価、適

正な意思決定 

パラメータにつ

いて評価されて

いない 

パラメータ選択、

意思決定などの

基準がない 

パラメータを選択

し優先度・施策の

選択・実行が意思

決定されるが基準

が曖昧である 

意思決定のために

評価するパラメー

タが特定･評価さ

れ、客観的な意思決

定に活用されてい

る 

意思決定のために

評価するパラメー

タが特定･評価さ

れ、客観的な意思決

定の基準がある 

② 
評価対象範囲の明確

さ、捉える広さ 

対象プロセスが

不明確である 

対象プロセスが

選定・評価されて

いる 

対象プロセスの前

後工程まで評価さ

れている 

対象プロセスの影

響が及ぶ範囲まで

評価されている 

対象プロセスが経

営に与えるレベル

まで評価されてい

る 

③ 

生産技術施策のパラメ

ータに与える影響の評

価方法・ツールの整備 

パラメータに与

える影響を評価

する方法がない 

パラメータに与

える影響を定性

的に評価する方

法が検討されて

いる 

パラメータに与え

る影響を評価する

方法があるが人手

中心で評価が行わ

れている 

パラメータに与え

る影響を評価する

方法があり、評価を

サポートするツー

ルがある 

パラメータに与え

る影響の最適値を

探索できる方法・ツ

ールがある 
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４．実務マネジメント力の評価 

 
日本の製造業 26 社を対象に、作成した評価方法

を試行した。図１に 26 社のマネジメント力の平均

値、最大値、最小値および代表的な 2 社の評価結

果をレーダーチャートで示す。本結果から本評価

方法によって製造業間の実務マネジメント力の差

異が評価できていることがわかる。 
図 2 に、回答のあった 26 社を電気機器、精密機

器、輸送機器、化学の 4 つに分類し、分野間の実

務マネジメント力を比較した結果を示す。今回の

調査では、電気機器、化学の分野が、26 社の平均

的なレベルであったのに対して、精密機器分野の

結果が平均を下回った結果となった。一方、輸送

用機器分野では、特に「生産技術・活動・システ

ムの導入効果の評価」、「生産技術施策のトレード

オフ評価と意思決定」、「生産方式の策定と実行」

で、他分野よりも良好な結果となった。 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

５．考 察  

 
試行結果において、製造業間の差異が明確にな

ったことから、本評価方法が異なる業種において

も、生産技術の実務マネジメント力を客観的に評

価できることを確認できたといえる。また、多く

の製造業から回答が得られたことは、本評価方法

が定量値や技術の優劣など機密情報に関する指標

を用いなかったためと推察できる。このことから

本評価方法は、異なる製造業間での情報交換・ベ

ンチマークにも有効活用できる可能性がある。 
さらに、複数の事業を有する製造業においては、

本社生産技術部門などが、社内カンパニー、事業

部、工場、事業所などの、企業内の生産技術の実

務マネジメント力を評価・比較・分析し、全社的

な生産技術のマネジメント力強化策の立案に活用

することも可能であると考える。 
 
６．おわりに 

 
経営に貢献するための「生産技術経営」の一環

として、生産技術の実務マネジメント力を客観

的・簡易的に評価する方法、指標を考察・提案し

た。第一に、効率的にマネジメント力強化に活用

できる評価方法を検討し、第二に、検討した評価

方法の対象となるマネジメント力の項目、具体的

な指標を検討・定義し、第三に、提案する評価方

法・指標を試行した結果を示し、最後に、試行結

果を踏まえ、作成した評価方法・指標の活用方法

について考察した。 
 本報告での評価指標は、絶対的なものではなく、

現在の日本の製造業の実状を踏まえたものであり、

今後、経営環境に応じて、あるべき姿を見直し、

指標を適正化していく。 
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